
昨年度の提案・要望の主な成果について

令和８年
奈良県



広域道路ネットワーク整備の加速

京奈和自動車道 大和北道路
（（仮称）奈良IC～郡山下ツ道JCT）

京奈和自動車道 大和御所道路（５工区）

（大和郡山市下三橋町付近）

橿原高田IC（大阪方面接続ランプ ）
令和８年３月８日開通

至 和歌山

至 京都

【 整備状況 】
（億円）

直轄道路事業（事業費ベース）

要望先：国土交通省

補正予算

当初予算

至 京都

工事
範囲

工事
範囲

至 和歌山

（橿原市新堂町付近）

1.3倍

成果① 要望Ｐ１
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約１９７億円

約２５７億円
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補正予算 当初予算

（仮称）奈良ICへのアクセス整備と交通結節点機能等の強化

奈良ＩＣ周辺整備事業（事業費ベース）

1.1倍

（億円）

要望先：国土交通省
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成果② 要望Ｐ５

約50億円

約56億円



（仮称）奈良ICへのアクセス整備と交通結節点機能等の強化

済生会奈良病院

京奈和自動車道
（仮称）奈良ＩＣ

ＪＲ新駅

JR奈良駅

JR郡山駅 ←

【整備イメージ】 【整備状況】

ＪＲ新駅 施工状況（②の視点から）

ＪＲ関西本線・（都）西九条佐保線 施工状況（ ①の視点から）

要望先：国土交通省

①

②

ＪＲ新駅
予定地

ＪＲ関西線
高架化

（都）西九条佐保線
橋台工事
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大規模災害への対応力強化 ～流域治水の推進～

【直轄】大和川流域整備事業の予算計上

要望先：国土交通省

○大和川遊水地整備事業

・大和川の水位低下を図り、氾濫による浸水被害
を防止

・内水を取り込む遊水地とすることで、内水に
よる浸水被害も軽減

窪田遊水地

（当初）
2,229 

（当初）
2,541 

（補正）
1,701 

（補正）
1,842 
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1.13倍

約39億円

約44億円

（百万円）
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成果③ 要望Ｐ６
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大規模災害への対応力強化 ～流域治水の推進～

要望先：国土交通省

【県・市町】河川改修事業、雨水貯留施設整備事業の予算計上

約30億円

約35億円1.17倍

特定
都市

交付金

特定
都市

交付金

○河川改修事業

○雨水貯留施設整備事業

秋篠川

河合町 川合調整池

（百万円）
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大規模災害への対応力強化 ～流域治水の推進～

要望先：国土交通省

【貯留機能保全区域】支援制度拡充

（拡充内容）

区域内の土地所有者等の負担の緩和・軽減にも資する
取組として、以下を補助対象に追加

補助対象：区域内に流入する塵芥や土砂等を補足する
流入防止施設整備等（国庫負担率：1/2等）
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大規模災害への対応力強化
～土砂災害対策の推進～

【 整備状況 】

（億円）
県砂防事業（事業費ベース）

要望先：国土交通省

上流の荒廃状況

砂防堰堤
完成後

老朽化対策の実施（葛城市太田川）

Ｒ７当初 Ｒ８当初

約26.4億円

約27億円1.02倍
土砂災害が
発生しない
ように

このままでは

※イメージ
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成果④ 要望Ｐ８
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（都）城廻り線整備事業にかかる予算要望 成果

（都）城廻り線整備イメージ（踏切東側）

1.3倍

単位：百万円（事業費）

要望先：国土交通省・内閣府

600

453

国から本県への予算配分

①地域未来交付金（第二世代交付金）

（都）城廻り線のアンダーパス工事を実施
するため、６００百万円（事業費ベース）の
配分。
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成果⑤ 要望Ｐ９

約６億円

約4.5億円
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近鉄郡山駅周辺整備事業にかかる予算要望 成果

要望先：国土交通省

②都市・地域交通戦略推進事業（事業費ベース）
単位：百万円

482

77

①鉄道駅総合改善事業補助事業の採択

近鉄郡山駅の移設事業が鉄道駅総合改善
事業補助に新たに採択され、２５８百万円補
助（事業費ベース）。

近鉄郡山駅周辺整備イメージ（橋上駅舎・駅前広場）

国から本県への予算配分

R7 R8

6.2倍
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約4.8億円

約0.77億円



平城宮跡歴史公園、奈良公園の整備推進

要望先：国土交通省

第一次大極殿院「東楼」完成披露式典 令和8年3月14日

平城宮跡歴史公園 第一次大極殿院「東楼」の完成

奈良時代を今に感じる空間の創出を目指し、かつての宮都「平城宮」における
中心施設として復原整備を進めている第一次大極殿院のうち、「東楼」の復原
整備工事が令和７年度に完了
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成果⑥ 要望Ｐ10



水道事業広域化に対する財政支援の拡充

（橿原市新堂町付近）

至 京都

至 和歌山

要望先：財務省・国土交通省

【 整備状況 】

【 主要浄水場の集約化 イメージ】

送水管更新工事

令和７年補正予算及び令和８年当初予算において
防災・安全交付金（国費ベース）が約１４．８３億円
配分、前年度比約１．３倍（＋３．４０億円）
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成果⑦ 要望Ｐ12



防災・減災対策等への継続的な支援

要望先：内閣官房・総務省

・継続的・安定的に国土強靱化を推進できるよう、必要な予算・財源の確保
・「緊急自然災害防止対策事業債」及び「緊急防災・減災事業債」は国土強靱化に資する取組で
あるため、令和７年度末に迎える期限の延長

国
へ
の
要
望

【本県の取組】
■防災・減災、国土強靱化の取組の推進
⇒大規模災害に備えるため「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」や「緊急自然災害防止対策事業債」を
活用し、計画的・重点的に取組を推進

■災害対応力の強化に向けた取組の推進
⇒「緊急防災・減災事業債」を活用した防災対策の取組を推進
例：南部中核拠点（奈良県五條市）の整備

○「緊急自然災害防止対策事業債」及び「緊急防災・減災事業債」の対象事業を拡充の上、事業期間を令和１２
年度まで５年間延長

○令和８年度地方債計画において、「緊急自然災害防止対策事業債」の計画額４，０００億円、「緊急防災・減災事
業債」の計画額５，０００億円を計上

【要望の背景】

○大規模な災害への備えとして、老朽化対策も含め、道路ネット
ワークの強靱化や土砂・水害対策などを推進するため、より一層、
国土強靱化の取組を加速するとともに、継続的に実施する必要あり。

要望後の成果 図：南部中核拠点整備状況（令和８年２月末時点）
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成果⑧ 要望Ｐ13



奈良県中央卸売市場の再整備に対する支援

要望先：農林水産省

令和７年度補正予算において、デジタル化・省力化技術を活用し、老朽化した

卸売市場の施設整備を支援する「卸売市場緊急整備事業交付金」が新設

卸売市場緊急

整備事業交付金
【市場再整備の整備イメージ】

強い農業づくり

総合支援交付金

(市場の施設整備

支援は一部)

億円 億円

億円78.4 億円

120.1 億円119.5 億円
引き続き
予算確保

Ｒ７当初 Ｒ８当初

奈良県中央卸売市場
の再整備に活用可能な
財源が大幅に拡充

Ｒ７当初 Ｒ７補正(Ｒ８繰越)

新設
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成果⑨ 要望Ｐ15



高松塚古墳壁画保存管理公開活用施設（新施設）整備に関連する予算

文化庁予算額

施設の早期整備を一貫して要望

「飛鳥・藤原の宮都」の世界遺産登録に向けた支援

現・国営飛鳥歴史公園館
新施設予定地

高松塚古墳

令和５年度

令和８年度

令和６年度

１３１百万円
（基本設計）

17百万円（検討経費）

23百万円（検討経費）

要望先：文化庁

令和７年度

２３２百万円
（基本設計・発掘調査等）
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成果⑩



保育士の処遇改善

さらに、今後、国家公務員地域手当準拠からの切り離しも提案

保育の公定価格の地域区分（例）

R6人事院勧告
どおりだと

となることを
回避

約2倍差

八

尾

市

等

東
大
阪
市

奈良県大阪府

約3倍差

奈良県大阪府

格差拡大

従来であれば、令和6年人事院勧告準拠となっていたところ、
要望内容を踏まえ、大阪府の隣接自治体との格差拡大は生じなかった
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要望先：こども家庭庁

国からは、令和８年度も、地域の実情を踏まえ、隣接する大都市との格差を埋める方向で
検討するとの回答をいただいた 15

成果⑪ 要望Ｐ16



●令和７年度に公正取引委員会が、企
業に対する勧告を行った回数が前年
度より約86％増加。

中小企業･小規模事業者の賃上げへの強力な支援

要望先：経済産業省中小企業庁
公正取引委員会
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13件
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39件
（件）
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４件 ４件

●中小企業省力化投資補助金（カタロ
グ注文型）の従業員20人以下の事業
者に対する補助上限額を引き上げ。

（令和８年３月19日より）

これまで 改定後

５人以下 200万円
（300万円）

500万円
（750万円）

６～20人
以下

500万円
（750万円）

750万円
（1,000万円）

21人以上 1,000万円
（1,500万円）

1,000万円
（1,500万円）

※（）内は大幅な賃上げを行う場合

中小受託取引適正化法（旧下請法）に
基づく勧告件数

補助上限額の引き上げ額

勧告回数が約86％増加
R6年度：21件 ⇒ R7年度：39件

↑Ｒ７年度の勧告数につ
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成果⑫



リニア中央新幹線「奈良市附近駅」早期確定への支援

○骨太の方針２０２５において、最速２０３７年全線開業という目標堅持及び
沿線自治体と連携し全線開業に向けた環境整備を行う方針の記載

○奈良県が働きかけ設置した「リニア中央新幹線三重・奈良・大阪建設促
進連携会議」において、国の参画のもと、継続的に議論を実施。

国土交通省 小林鉄道局次長、JR東海 田畑副本部長ほか、
奈良県、三重県、大阪府が参加。

要望先：財務省・国土交通省

【骨太の方針２０２５】

リニア中央新幹線については、財政投融資に

よる支援を踏まえ、全線開業に係る現行の想

定時期の下※、環境・水資源の状況等を厳格

にモニタリングし、必要な指導や技術的支援

を行うとともに、沿線自治体と連携して、全線

開業に向けた環境整備を行う。

※２０１６年、建設主体の当時の２０４５年の東京・大阪間の開業想定時期について最大
８年間前倒し（最速２０３７年）を図るため、財政投融資を活用して２０１６～２０１７年の２
年間で３兆円の長期・固定・低利の貸付けを行った。

（令和８年１月２７日開催）

令和７年度リニア中央新幹線
三重・奈良・大阪建設促進連携会議
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成果⑬ 要望Ｐ24


